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品質向上型R＆D競争と市場統合の厚生効果
椋　寛
　　　　　　　　　　　　　　　　概　要
　本稿では、財の質を向上させるR＆D活動を考慮しつつ、垂直的に製品が差別化され
た国際寡占モデルを用いて国家間の市場統合の厚生効果を論じる。市場統合は企業の
R＆D活動を減退させ、財の質を低下させる。財の質が低下する効果を考慮すると、市
場統合は各国の厚生を低下させる場合があり、R＆D活動のスピルオーバー効果が大き
いほどその可能性が大きい。
1はじめに
　多角的貿易自由化の進展に伴い、鉱工業品に対する関税やその他の貿易障壁の水準は先進国間ではか
なり低くなった。貿易障壁の削減は国家間の経済的な距離を実質的に縮小し、各国のローカルな市場を
国境を越えたグローバルな市場へと統合させていく。市場が統合されるにつれ、貿易を通じた価格裁定
（国㏄曲iOage）が活発になり、同一製品に関して各国で単一の価格がつくことになる。
　完全競争下においては、貿易障壁の削減による市場の統合は効率性の改善から生じる貿易の利益を拡
大する一方、交易条件効果を通じて大国間の所得分配を変化させる。この場合、市場統合の厚生効果は
伝統的な貿易理論の枠組みで容易に判断することができるであろう。一方で、市場が不完全競争下にあ
り少数の企業が国際寡占競争を繰り広げている状況では、市場の統合が厚生に与える影響はより複雑に
なる。特に価格裁定の活発化は、国家間の需給調整を通じた単一価格の収束という受動的な動きをもた
らすのではなく、企業の各国への戦略的な供給量の調整を通じた価格差別行動を制約し、各国市場にお
ける競争条件を著しく変化させることになる。
　さらに、それら寡占企業は自ら競争条件を改善するために研究開発活動（以下、R＆D活動）を通じて
財の質の改善といったプロダクト・イノベーションや生産費用の削減といったプロセス・イノベーショ
ンに取り組んでいる事が多い。国家間の距離の短縮はそれらのR＆D活動そのものの相互依存関係を生み
出すことにもなる。たとえば、Falvey　et　a1．（2004）は先進国のR＆D活動により生み出された知識は輸出や
輸入を通じて各国にスピルオーバーしていることを指摘している。
　そのような状況下では、市場統合の効果を「国家間の価格の収束」と一元的に捉える事は適切ではな
く、企業間の競争環境の変化とそれによる研究開発活動、ならびにそのスピルオーバー効果の相互依存
関係を踏まえた上でその効果を包括的に捉える必要があるだろう。本稿では、財の質を向上させるR＆D
を寡占モデルに導入したSymeonidis　（2003）によるモデルを国際寡占モデルに拡張しつつ、市場統合の厚生
効果とR＆D活動のスピルオーバー効果の大きさの関係を探る。
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　分析の結果、全く対称な国の対称な市場統合を考えたとしても、国家間の価格収束をもたらす市場統
合が各国の厚生を改善するとは限らないことが示された。特に、国家間のR＆D活動のスピルオーバー効
果が大きいほど、市場統合の厚生効果はむしろマイナスになる傾向がある。これらの結果は従来の研究
では得られていない新たな結果である。
　論文の構成は以下の通りである。第2節では、基本モデルを示す。第3節では、市場均衡と内生的に
決定されるR＆D活動の水準を市場が分断されているケース、市場が統合されているケースそれぞれにつ
いて導出する。第4節では分断市場のケースと統合市場のケースを比較しつつ、市場統合の厚生効果に
ついて論じる。第5節では論文の内容と今後の課題をまとめている。
2モデル
　各国（1国と2国）にN人の均質的な消費者がおり、各々が差別化財と同質財を消費する2国モデルを
考える。各国では単一の企業が差別化財を生産し、1国の企業は財1を、2国の企業は財2を生産する。i
国（’＝1，2）における各消費者の効用関数は以下のように与えられる。
砿一＋物畜薯磯（銑ゴuゴ）＋M
（1）
ただしXikは個の消費者の一人当たりの財kの消費量であり、Uleま財kの品質を表すパラメータである。
Mは各国で完全競争的に生産されるニュメレール財の一人当たり消費量である。また、”〉’（”）’∈（0，1D
は外国財に対する個消費者の選好のウェイトを表しており、σ（σ∈（0，2））は異なる財の問の水平的
な差別化の程度を表している。7は1以下であることから、他の条件が同じならば、消費者は（弱い意
味で）自国財の消費からより大きい効用を得ることができると仮定されている。7が小さいほど、自国
財に対する選好の偏りは大きい。また、aが小さいほど、財の水平的差別化の程度が大きく、それゆえ
財間の代替性が小さいことを意味する。
　消費者の効用最大化問題から、掴の各消費者の掴生産財に対する逆需要関数は
P・i　＝：・
争齦早iXiゴuゴ）
（2）
となり、同様にノ国生産財（ゴ≠i）に対する逆需要関数は
…舞妾（飢れUi） （3）
となる。上記の式から、財の質の上昇は価格を一定とした場合の需要を上昇させるとともに、財間の実
質的な代替性を低下させることがわかる。
　非ニュメレール財を生産する企業は次のような2段階ゲームに従って行動する。まず第一ステージで
は、企業はR＆D活動の水準を決定する。R＆D活動はその活動水準に応じて必ず成果をもたらすと仮定
し、また各国企業のR＆D活動はその水準に応じて外国にスピルオーバー効果をもたらすとする。すなわ
ち、i国企業のR＆D支出を島とし、ノ国企業（ゴ≠i）のR＆D支出をRゴすると、以下の関数に従ってi
財の品質が決定される。
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Zti－＝・（Rl／4＋ρ罵／4） （4）
ただし・ε（＞0）はR＆D支出の生産性パラメータを表し・ρ（ρ∈［O，1］）は国家間のR＆Dスピルオー
バーの程度を表してる。
　第ニステージでは、両企業はクールノー競争により各国の財の供給量を決定する1。財市場における市
場統合の効果を測るために、以下では（i）市場が分断されており、企業が供給国に応じて異なる意思決
定ができる場合（matket　segmentation）と、㊨市場が完全に統合されており、各国企業が各国市場を完
全に統合された一つの市場として意思決定を行う場合（fU11　maricet　integration）の二つのケースを考える。
3市場均衡とR＆D水準の決定
3．1分断市場
　まずは、各国の市場が同一財に関して完全に分断されているケースを考えよう。分断市場の下では、
各企業はある国に対する供給量を他国への供給量に影響されることなく、独立に決定することができる。
3．1．1第2ステージ：供給量の決定
　第2ステージでは、企業εはライバル企業の生産量を所与として、以下の利潤関数
　　　　　　　　　　　　　　　　　π仔1vΣP麟・一瑞　　　　　　　　（・）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h＝＝1，2
を最大化するように町葛とx2iを決定する。
　2国間の市場が分断されている場合、両企業の利潤最大化の一階条件を解くことにより、ナッシュ均
衡におけるi企業の供給量は自国と外国についてそれぞれ以下のように求めることができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　～　　　（4Ui一ツσuゴ）ILi
　　　　　　　　　　　　　　　　　　の弱＝：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i6一σ2
　　　　　　　　　　　　　　　　　～　　　（4ツ％乞一σ鴛ゴ）砺
　　　　　　　　　　　　　　　　　xゴi＝　　　　16＿σ2
各財の供給量が各国で正となる状況に焦点を絞るため、各財の質が
（6）
（7）
　　　　　　　　　　　　　　　　竺く翌（i－・，2，」≠i）　　　　（・）
　　　　　　　　　　　　　　　　uゴ　　　　　　　　σ
を満たすと仮定する。上記の式より、財の質と企業の供給量について、以下の補題が得られる。
補題1　∂x’Vii／∂砺〉∂X’3’i／∂ILi＞0＞∂あ麗／∂吻〉∂努戸／∂Ujが成り立つ。
証明・（6）式と（7）式・及びUi／物〈47／σより・∂銑4∂Ui＝（8Ui－7σ砺）／（16一σ2）〉∂
賜7／∂ZLi　：（8’〉・Ui一σZt．i）／（16一σ2）＞0＞∂銑4∂砺＝－wui／（16一σ2）〉∂露づ乞／∂砺＝
1　財が水平的に差別化されているため、ベルトラン競争を仮定しても同様の結果が得られる。
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一σUi／（16一σ2）が成り立っ。■
　すなわち、ある財の質の改善はその財に対する需要を押し上げ、均衡の供給量を上昇させる。その一
方で、供給量の上昇は戦略的代替関係にあるライバル企業の供給量を減少させる。自企業財の質の改善
による供給量の増大は自企業財に対する需要規模が大きい自国でより大きく、一方でライバル企業財の
質の上昇による供給量の減少は自企業財に対する需要規模が小さい外国でより大きい。したがって、各
財の質が向上するほど、各国への最適な供給量に差が生じ、同一財の均衡価格差も大きくなる。
　第2ステージにおける企業iの均衡利潤は
lii・＝
2N｛（1＋72）（1 N鐸1圃σ砺uゴ｝一瑠 （9）
である。（8）式の条件を考慮すると、
謙一32N｛2（1＋or2）Ui・一・a7・Lゴ｝　　（16一σ2）2〉・
　　　　　　　　　　　　舞一一4Nσ｛8・yu・　一（1＋72（16一σ2）2）σuゴ｝＜・
が得られる。すなわち、R＆D支出を一定とすると、自企業生産財の質が高いほどその企業の利潤は高く、
ライバル企業の生産財の質が高いほど自国企業の利潤は低い。均衡における掴の消費者余剰は
　　　　　　　　　磁一壽＋馨＋・篶　　　　（1・）
　　　　　　　　　　　　　（16・一・3σ2）（・～＋鰐）÷σ30r・・Uj
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16一σ・）2
となる。消費者余剰は各財の質の増加関数になっていることが確認できる。個の総厚生は消費者余剰と
企業利潤の和であり、
Wli：OSi十先
となる。
3．12第1ステージ：R＆D水準の決定
　第一段階では、企業～は企業ゴ（」≠i）のR＆D水準を所与としつつ、殉を最大化するようにR＆D支
出瑠を選ぶ。分断市場のケースでは、R＆Dに関する利潤最大化の一階条件は
　　　　　　　　　　　　農一（謝舞＋（舞）舞一1－・・　　（ll）
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で与えられる。企業iのR＆D支出の増加は財iの質を高めるのみならず（∂ZLi／∂瑞＞0）、スピルオー
バー効果がある場合（ρ＞0）、ライバル企業の生産財である財ノの質も高める（∂吻／∂Ri＞0）。また、
上記の議論より・∂Gi　i／∂ILi＞0かつ∂ii　i／∂陶く0であるので・各企業は外国企業のR＆D水準を所
与としつつ、R＆Dにより自国企業の財の質が向上することによる限界的な利益と、　R＆D支出の増加及び
スピルオーバー効果によりライバル企業の財の質が向上することによる限界的な損失が等しくなるよう
にR＆D水準を決定する。
　企業と市場に関する対称性を考慮しつつ均衡における各企業のナッシュ均衡におけるR＆D支出を求め
ると、
　　　　　　　E、－N2ε4（1＋ρ）2｛（1＋・2）（16＋ρσ2）一・80・・（・＋ρ）｝2　（12）
　　　　　　鶏s＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16一σ2
となる。Ri＝R．ゴ＝Rsとして対称均衡における二階条件をチェックすると、
　　　。21fi　Ne2［（1一ッ）2｛16（2＋3ρ）＋ρσ2（3＋2ρ）十2ッ（4一σρ）｛8－3σ十2ρ（6一σ）｝｝］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16一σ・）4
となり、よって均衡における各財の質は
　　　　　　　　　N’／2ε2（1＋ρ）3／2｛（1＋72）（16＋ρσ2）一・8ry・（1＋ρ）｝1／2
＜0
（13）
　　　（∂．Rii）㌦一・、－Rs　　　　4（16・一・・）2鴫／2
となり、均衡において二階条件が満たされていることがわかる。
3．2統合市場
　一方、同一財に関する2国間の市場が統合されている場合、企業’は両国の価格が同一になること
（Pi　1＝Pi2）を制約条件としつつ、　Tiを最大化する。
3．2．1第2ステージ：供給量の決定
　線形の逆需要関数の下では、クールノー均衡における均衡供給量は分断市場の下での均衡供給量の平
均維持拡散（mean－pEeserVing　sp【ead）となる事が確かめられる。すなわち、
　　　　　　　　　　　r・ヨ（1一ッ）｛（8＋σ2）tti＋6σuゴ　　（4一σ2）（16一σ2）｝！！i’　〉・　（14）
を分断市場から統合市場へと変化させたことによる各市場における供給量の変化量とすると、均衡供給
量は
島¢＝賜＋ri，　賜＝賜一r盛
（15）
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となる．ここで、z・・、／・L」〈｛37（8一σ2）一（8＋σ2）｝／｛（10　一　6ty　一　a2）σ｝（i・・＝　1，2，ゴ≠¢）
が満たされる場合、各国の各市場における供給量はすべて正になる。
　市場が分断されており、よって同一財の価格が国によって異なっても良い場合、各企業は需要規模の
大きい母国市場の供給量を抑え高い価格をつけ、需要規模の小さい外国市場の供給量を大きくし低い価
格付けをすることで利潤を高める誘因がある2。統合市場ではそのような価格差別ができないため、分断
市場と比較して各企業は母国での供給量が多く、外国での供給量が少なくなるのである。
　統合市場均衡における企業iの利潤は
　　　　　　　　　　　　　　鳥一N（1＋（1多壬讐㌦　　（16）
であり、財の質の変化による利潤の変化は
　　　　　　　　　　　　証一8N（1＋”〉’）2（4ZLi一σ’・ゴ（16一σ2）2）〉・
　　　　　　　　　　　　舞一一2σN（1十ツ）2（42Li一σUj（16一σ2）2）＜・
である。分断市場の状況と同様、R＆D支出を一定とした時、自企業の生産財の質が高いほどその企業の
利潤は高く、ライバル企業生産財の質が高いほど、その企業の利潤は低い。∫国の消費者余剰と総厚生は
それぞれ
　　　　　　　　　　　　　　　　徳一懇＋穏　　（17）
　　　　　　　　　　　　　　　　⑰＝6瓦＋残　　　　　　　　　　　　　　（18）
で与えられる。
3．2．2第1ステージ：R＆D水準の決定
　市場が統合されている場合、利潤最大化の一階条件は
　　　　　　　　　　　農（謝舞÷（舞）舞・一・
であり、これを解くと均衡における各企業のR＆D支出は
　　　　　　　　　　　　　　　　N2ε4（1＋ρ）2（1＋ッ）4（4－・Pσ）2
　　　　　　　　　　　　　Rl篇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4（4一σ）2（4＋σ）4
（19）
2　輸送費を考慮した場合、外国市場における実質的な需要規模はより小さくなるので、価格差別はより助長さ
　れる。
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となる。均衡における財の質は
　　　　　　　　　　　　　　N’／2ε2（・＋・）2／3（1＋・）（4一ρ・）1／2　　　（、。）
　　　　　　　　　　　UI　＝＝　4・／・（4一σ）1／・（4＋。）　り
である。分断市場のケースと同様、利潤最大化の二階条件が成り立っていることが以下の式から確かめ
られる。
　　　　∂2灸　　　　　　　　2　　　2
（∂＆）㌦。・、。R，
N・（1＋7）（4一ρ・）｛8－3・＋2ρ（6－・）｝＜0
　　　　　　　8（16・一・・）2Rl／2
4市場統合の効果
　まずはベンチマークとしてILiと吻が一定の下で企業利潤と消費者余剰、及び各国の厚生を分断市場
と統合市場とで比較してみよう。以下の命題が比較の結果をまとめている。
命題2企業のR＆D水準が変化せず、またそれが各企業で同一である場合、分断市場から統合市場への
移行により各企業の利潤は下落し、消費者余剰と各国の厚生は上昇する。
証明．各財の質をILi＝物＝1とすると、冗一殉＝－1V（1－7）2　EI2／（4一σ）2〈0、6百t
－∂瓦＝N（1一の2（3一σ）π2／｛（2一σ）（4一σ）2｝＞0及び飢一頭＝・　N（7－1）212／｛（2
一σ）（4一σ）2｝＞0が成り立つ。圏
　R＆D水準を一定としたとき、分断市場から統合市場への移行は各企業の価格支配力を弱め、その利潤
の低下につながる。一方、対称均衡ではXii＝・物ゴ及び銑ゴ＝物¢が成り立ち、また統合による供給量
の変化は（15）式により与えられることから、市場統合は国内において自国企業の供給を増加させる一
方で外国からの輸入を同じだけ減少させる。輸入の減少は輸入財の価格を上昇させ消費者余剰を低下さ
せるものの、自国企業の国内供給の増加は国内財の価格を低下させる。国内財に対する市場規模が大き
いため、後者の効果が前者の効果を必ず上回り、よって消費者余剰は各国で上昇する。価格低下による
消費者余剰の増加分はそれによる企業利潤の減少分を常に上回るため、各国の厚生も上昇するのである。
　次に、R＆Dの内生的な決定を考慮したケースについて考えよう。自国企業のR＆D支出の増加は自企
業財の質を向上させ自国企業の利潤を上昇させる一方、スピルオーバー効果によりライバル企業の財の
質をも向上させライバル企業の利潤を上昇させ、自国企業の利潤の増加分を目減りさせる効果がある。
その限界効果を分断市場と統合市場とで比較すると、以下の不等式が得られる。
亟〉｛塗＞o＞亟〉亟
∂砺　　　　∂2Li　　　　　　∂uゴ　 　　 　　　　∂uゴ
　分断市場のケースでは、自企業財の質の向上による需要の増加とライバル企業の財の質の向上による
需要の目減りのどちらに対しても各国での供給量を自由に調整しつつ対応することができるが、統合市
場のケースではそのような調整が不可能であるため、自企業生産財の質の向上による利潤の増加分は小
さく、逆にライバル企業生産財の質の向上による利潤の目減り分は大きくなる。均衡におけるR＆D水準
と財の質を比較することにより、以下の命題が得られる。
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命題3均衡における各企業のR＆D支出、よって各財の質は統合市場のケースの方が分断市場のケース
よりも低くなる。また、国家間のR＆Dスピルオーバーの程度が大きければ大きいほど、その差は大きく
なる。
証明．　（12）式と（19）式より、
R・一トN2e4（4十ρσS（4一）黒?ｫ＋ρ）2A＜・
が成り立つ。ただし、A≡（1－1γ）2（48－4（1十ρ）σ＋3ρσ2）十87（4一σ）（4一ρσ）＞0であ
る。R＆D支出の差（Rf＿Rs）をρで微分すると、
　　　　　　　　　　∂（Eltif｛llEp　RS）一一N雛謡鐸β〈・
が成り立つ。ただし・B≡（1－”）’）2（192十48ρσ十4σ2十8ρσ2　一　8ρ2σ2十3ρσ3十6ρ2σ3）十
87（4一σ）（16一ρσ2－2ρ2σ2）＞0である。■
　市場統合による分断市場から統合市場への移行はR＆D水準を低下させ、またその低下の度合いはスピ
ルオーバー効果が大きいほど大きい。そもそも、初期の財の質が高ければ高いほど財問の実質的な代替
性が低くなり、よって企業間の競争が緩和され財の質をもっと高める誘因につながる。言い換えれば、
自企業生産財の質の向上によるその企業の利潤の限界的な上昇分は逓増的であることが確かめられる。
　したがって、市場統合により生み出された負のスピルオーバー効果によるライバル企業の生産財の質
の低下は、ライバル企業の最適なR＆D活動の水準を低下させる。またそのR＆Dの低下が、さらなるス
ピルオーバー効果を通じて他企業に波及していく。すなわち、市場統合によるR＆D活動低下の度合は国
家間の技術波及効果が大きいほど大きくなるのである。R＆D活動の低下は均衡における財の質を低下さ
せ、各国の消費者余剰の低下要因となる。
　これまでの議論から、R＆Dにより財の質が内生的に決定される場合、市場統合には「R＆D活動水準
の低下による財の質の低下」という消費者にとって負の効果を持つことが確かめられた。一方で、財の
質を所与とすれば、市場統合は企業の独占力を低下させ各国の厚生を上昇させることも示した。はたし
て、財の質の低下によるマイナスの効果は一国の厚生全体を低下させることに繋がるのであろうか。以
下の命題がその問いに答えている。
命題4分断市場から統合市場への移行は各国の厚生を改善させる場合も悪化させる場合もある。市場
統合による厚生の改善と悪化がR＆D活動のスピルオーバーの水準に依存する場合、スピルオーバー効果
が大きいほと布場統合は厚生を悪化させやすい。
証明．付録を参照■
　R＆Dが無い場合と同様、市場統合は消費者余剰を上昇させ企業利潤を低下させるが、財の質の悪化と
いうマイナスの効果が加わった分、消費者余剰の上昇分はより小さくなり、企業利潤の低下分は逆によ
り大きくなる。したがって、消費者余剰の上昇よりも企業利潤の悪化の効果が上回るケースが出てくる。
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　図1に表されているように、市場統合により厚生が改善する範囲では、スピルオーバー効果と市場統
合による厚生変化の大きさには一様な関係がみられないが、市場統合により厚生が悪化するのはスピル
図1：市場統合による厚生の変化とスピルオーバー効果
△w
0
ρ
オーバー効果が大きい場合であることがわかる。命題3で見たように、スピルオーバー効果が大きいと、
市場統合によるR＆D削減効果が大きくなるからである。
5まとめと結語
　本稿では、財の質を向上させるR＆D活動を考慮したSym。onidis（1993）による垂直的に製品が差別化
された寡占モデルを国際貿易モデルに拡張しつつ、国家間の市場統合の厚生効果を検証した。分析の結
果、市場統合は企業の柔軟な供給調整に制約をかけるために、各国の企業のR＆D活動の利益を小さくし
その誘因を減退させてしまい、結果的に財の質を低下させる。財の質の低下によるマイナス面を考慮す
ると、市場統合は各国の厚生を低下させる場合があり、R＆D活動のスピルオーバー効果が大きいほどそ
の可能性が大きい。
　本稿のモデルはかなり特定化されたものであり、結果の頑強性には十分に注意を払う必要があるだろ
う。しかし、結果から導かれる以下の政策的な含意は注目に値すると思われる。現在、世界各国ではボ
ーダレス化が進んでおり、国家間の様々な障壁が取り除かれてきている。その流れの中で、一方で財市
場における市場統合が、他方で各国におけるローカルなR＆D活動のグローバルな波及効果が強く働くよ
うになってきているように思われる。それらの効果は、個別の効果で見れば望ましいものであったとし
ても、二つの効果が同時に起こる場合には、その複雑な相互依存関係のために結果的に各国ならびに世
界厚生を低下させてしまう恐れがあることを本論文は示唆している。市場統合を成功させるためには、
R＆D活動のスピルオーバーの程度を知的財産権の保護や企業間の研究開発協力などを通じてコントロー
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ルすべきであり、逆に技術の国家間の波及を活用するためには、市場統合の有無を含め、企業が直面す
る財市場における競争条件をいかに調整するかを慎重に検討する必要がある。
　また、裁定活動が活発になり市場統合が進むかどうかは、外国の消費者への販売によりその販売権が
国内で消尽するかどうか、すなわち並行輸入（parallel　import）がどこまで制度的に可能かどうかに強く依
存する。その意味で、本稿は並行輸入の厚生効果を間接的に検証したともいえる。また、企業の価格差
別行動に制約をかけるという意味では、アンチダンピング政策の効果にも関連している。たとえば、
Gao　and　Myagiwa（2005）は企業の費用削減R＆D活動についてアンチダンピング政策との関係を論じてお
り、本稿の結果とは異なる結果を導いている。それらの議論との関連や、輸送費や貿易政策などを導入
した拡張については、今後の課題としたい。
付録
　命題4の証明
　（9）、（10）、（16）、（17）、（12）、（13）、（19）及び（20）式より、
　　　　　　　　　　　△・≡嫉一一解詣鵜！2°〈・　（Al）
が成り立つ。ただし、0≡（1－’γ）2｛8（24＋2σ＋σ2）＋6ρ（4＋σ）（16－4σ＋σ2）＋ρ2σ（32＋4σ
＋3σ2）｝＋87（4一σ）｛16（1＋2ρ）一ρσ2（2＋ρ）｝＞0である。一方、消費者余剰については、
△σS≡61t），一磁遡1－7 L）詳♀話鵜多（4一σ）ff｝〉・（M）
が成り立つ。ただし、D≡64十12σ2　一　8σ3一ρσ（80　一　32σ　一　9σ2　十　4σ3）〉（4十σ）（16－24σ
十17σ2－4σ3）＞0及びE≡4（32一σ3）一ρσ（8一σ）（8一σ2）〉（16一σ2）（8－4σ十σ2）＞0
である。
　上記の（A1）式及び（A2）式より、市場統合による各国の厚生の変化は
△瞬一畝一△・S＋△・一鵜譜老盤2誇・
となり、F≡27（4一σ）∠｛4σ　一　8ρ（1十ρσ）十ρσ（4十σ）（1十ρ）｝一（1－・γ）∠｛8（8－7σ十σz）
＋2ρ（80－48σ＋σ2＋σ3）＋ρ2σ（56－36σ＋5σ2）｝の符号によりその正負が決定されることに
なる。Fをμで微分すると、以下の式が得られる。
鍔一［｛”〉’（4－・）2（8－4・一σ2）＋（1一の2（80－48・＋・2＋・3）　　　　十ρ｛2W（4一σ）3十（1－7）2σ（56－36σ十5σ2）｝｝］（・・）
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　　　　　　　　器・一一…（・一・）3－・（1－・）2σ（56－36・＋5σ2）＜・（A4）
ρ一1で評価すると、（A3）式は1∂F／∂ρ1，一、一一2（・一の2（8・＋8・－35σ2＋6σ3）－20r（8＋4・
－3σ2）（4一σ）2〈0となる。また（80　一　48σ十σ2十σ3）〉（8－4σ一σ2）であるので・∂F／∂ρ＞0が
成り立つ必要条件は（8－4σ一σ2）＜0・書き換えると～デ≡…2（》百一1）＜σである・
∂2（IFIρ＝o）／（∂σ）2＝－16｛（1－7）2＋Or（8－3σ）｝＜0であることを考慮すると、　IFIρ＝o，σ．＝i＝
16（11v雪一19）（1－7）2＋384（3》fi　－5）7＞o及びliMσ→21FIρ＝o＝16（1＋の2＞oは
IFIρ＝o＞0がσ∈［5，2］で成り立つことを意味している。σ＞5は∂F／∂ρ＞0の必要条件であるた
め、∂F／∂ρ＞0が成り立つときにはIFIρ＝o＞0が成り立たなければならない。以上を（A4）と組み
合わせて整理すると・（i）iFlρ＿1＞0が成り立つ場合・任意のρ（∈［0，1］）についてF＞0・すなわち
△W＞0が成り立つ；（ii）IFIρ＿1＝0が成り立つ場合・ρ∈［0，1）についてF＞0すなわち
△W＞0についてF＝＝0すなわち△W＝0が成り立つ；価）IFIρ＿o＜0が成り立つ場合・任意
のρ（∈［0，1】）についてF＜0、すなわち△W＜0が成り立つ；（iv）lFIρ＿oニ0が成り立つ場合・
ρ∈（0，1】についてF＜0すなわち△W＜0・ρ＝0についてF＝0すなわち△W＝0が成り立
つ；（v）iFlρ＝o＞o及びIF1ρ＝1＜oが成り立つ場合・万F・・oすなわちF＞oとなるスピルオー
バーの水準ρ＝万が存在し、0≦ρであればF＞0すなわち△W＞0・P＜ρ≦1であれば
F＜0すなわち△W＜0となる。
　以上より、市場統合は消費者余剰を改善し企業利潤を低下させるが、一国の厚生はパラメータによっ
て改善する場合も悪化する場合もあり、また国家間のR＆Dスピルオーバーが大きいほど、市場統合によ
り厚生が悪化しやすいことがわかる。■
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